
令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ７ 日 
不動産・建設経済局土地政策審議官部門 

土 地 政 策 課 
住 宅 局 住 宅 総 合 整 備 課 

 

「空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進 

（政策パッケージ）」を報告 
～第 11 回所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議の開催結果～ 

 

本日開催された「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」において、「空き家

対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）」を報告しました。 

○ 「所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議」は、所有者不明土地等に係る諸課題につい

て、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となって総合的な対策を推進するため、平成 30 年１

月に設置されました。 

○ 本日開催された第 11 回会議において、国土交通省から「空き家対策と所有者不明土地等対策の一体

的・総合的推進（政策パッケージ）」の報告を行いました。また、新たな「所有者不明土地等問題 対策

推進の工程表」が決定されました。 

１．閣僚会議の概要 

日 時：令和５年２月 27 日（月）９：４５～ 

議 事：（１）各省の検討状況等について 

     （２）対策推進の工程表（案）について 

資 料：資料１ 総務省提出資料（所有者不明土地対策に係る「住民基本台帳法」の改正について） 

     資料２ 国土交通省提出資料（空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進

（政策パッケージ）） 

     資料３ 法務省提出資料（法務省における所有者不明土地等問題の解決に向けた取組） 

     資料４ 所有者不明土地等問題 対策推進の工程表（案） 

※会議資料は、内閣官房のホームページに掲載されます。 

URL：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/shoyushafumei/index.html 

２．「空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）」の概要 

空き家と所有者不明土地等は、人口減少や相続の増加等を要因とし、今後も増加が見込まれるため、

対策の強化が急務となっています。地域においては、空き家と所有者不明土地等が混在し、地域の機能

維持や経済活性化を図るためには、両対策の連携を進めることが必要です。また、部局間連携によって

対策の中心的な主体である市区町村の業務の円滑化・効率化を図ることも重要です。 

このため、空き家対策及び所有者不明土地等対策を一体的・総合的に推進し、空き家・土地の有効活

用や適切な管理を図り、地域経済の活性化に繋げることとするものです。 

 
 
お問合わせ先 

国土交通省 不動産・建設経済局土地政策審議官部門 土地政策課 米田 

  内線：30624 夜間直通：03-5253-8292 

国土交通省 住宅局 住宅総合整備課 粟津 

  内線：39353 夜間直通：03-5253-8508 
 



○ 住基ネットの活用により、所有者不明土地の解消や円滑な利用を促進。

【例１・２】

✔ 住民票の写し等の公用請求（紙）に代えて、
住基ネットから、所有者や相続人に係る最新の住所、死亡年月日等
の所有者探索に必要となる情報を提供。

【例１：土地所有者の探索】
国・地方公共団体は、所有者不
明土地における事業の実施に当たり、
当該土地の所有者の情報を取得
する必要がある。

【例３】

✔ 申請に当たり、住民票の写しの提
出による本人確認に代えて、住基
ネットを通じて、申請者に係る最新
の住所等の提供を受け、本人確認
を行うこととする。

【例３：事業実施に係る申請】
所有者不明土地において、事業を
実施しようとする事業者は、当該土
地使用権等の取得に当たり、都道
府県知事に裁定申請を行う必要が
ある。

○ 関係省庁との調整等を踏まえ、令和５年通常国会の提出予定法案（※）において住民基本台帳法
を改正。

【例２：法務局による調査】
法務局は、地方公共団体等の求
めに応じ、土地の所有権の登記名
義人の死亡の事実の有無等を調査
し、法定相続人を探索する。

⇒所有者等の特定が容易になり、事業に係る手続が迅速・効率化

⇒申請者の手続負担を軽減

所有者不明土地関係事務の現状

対応

所有者不明土地対策における住民基本台帳ネットワークシステムの活用の推進 資料１

1※ 地方分権一括法案を想定



現

行

支障

効果

見

直

し

後

○公用請求は件数が膨大であり、複数回要する場合もあることから、

所有者等の現住所の特定に時間を要する上、事業実施者等（地方

公共団体等）にとっても、対応する市区町村にとっても負担となる

①所有者不明土地法(注)に基づく土地所有者探索事務

②森林法に基づく林地台帳作成事務 等※

を行うために、住民票の写し等について、地方公共団体

間での請求（公用請求）や、申請等での添付が必要

住民基本台帳ネットワークシステムを
利用することにより、
○公用請求が不要に
○住民票の写し等の添付が不要に

住民基本台帳ネットワークシステムを利用できる事務に
所有者不明土地法等に基づく事務を追加

事業実施者等
（地方公共団体等）

公用請求

住民票の写し等の交付

所有者等の現住所を速やかに
特定する必要がある

所有者等が不明の土地

（注）所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法(平成30年法律第49号)

住民基本台帳法

※上記の事務のほか、①不動産登記法、②表題部所有者不明土地の登記及び
管理の適正化に関する法律、③農地法、④農地中間管理事業の推進に関す
る法律、⑤森林経営管理法に基づく事務などについても、所有者不明土地対
策として住基ネットの利用を可能とする。

市区町村

○申請等の添付書類として住民票の写し等が必要とされる場合も、

住民票の写し等を交付する市区町村の事務負担となっている。

○所有者等の現住所の速やかな特定が可能となり、
各事務の円滑な実施に寄与

○市区町村では、公用請求への対応や住民票の写し等の
交付に係る事務が減少し、行政事務が効率化

○申請書類等の削減により、
申請等の手続負担が軽減

所有者不明土地対策に係る住民基本台帳法改正案の概要

２



空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）【概要】

空き家と所有者不明土地等は、人口減少等により増加が見込まれ、対策強化が急務。

地域においては空き家と所有者不明土地等が混在し、両対策の連携を進めることが必要。

推進体制、活用や管理の確保促進、所有者探索、自治体等への支援について、両対策を強化・充実し、一体的・総合的に推進。

空き家部局と土地部
局の情報共有等によ
り、探索を円滑化

行政・所有者を支援する
民間主体を合同指定し、
一気通貫でサポート

管理不全の空き家

・土地の管理等を地
域で強化

地域一帯で空き家
や土地を重点活用

空き家・土地の有効活用を通じ、地域経済の活性化に寄与。あわせて子育て世帯向けの住まい等への空き家の活用を促進。

空き家・土地対策の
計画連携
協議会の運営連携

空き家対策の強化

・改正所有者不明土地法（R4)
・改正土地基本法（R2)
・今般の関連法の改正

①計画・体制

②利活用

④所有者探索

⑤民間との連携

③管理・除却

・今般の空家法・関連法の改正

空き家と空き地を地域一帯で活用した事例
（石川県輪島市）

まちなかの複数の空き家と空き地を活用し
て、拠点施設や子育て支援施設等を整備

拠点施設（温浴施設、レストラン、事務所等）

健康増進施設

ショートステイ

空き家
空
き
家

空
き
家

空き家

空き家

空
き
地

空
き
地

民間主体が空き家と空き地の一体活用を支援した事例
（山形県鶴岡市）

子育て支援施設

民間主体が、隣接する狭小空き家・空き地
の一体的活用を提案・調整し、子育て世帯
向け住宅の建築を誘導

空き地

空き家

２区画を再編し
一体的に活用

子育て世帯が住まいとして活用

※本事業を主導した民間主体（NPO法人つるおかランド・バンク）を、
市が令和５年１月に所有者不明土地法に基づく推進法人として指定

狭小な空き家・空き地

空
き
地

所有者不明土地等

対策の強化

連携

空き家・所有者不明土地等対策の
一体的・総合的推進

空き家の改修・増築に対して、国が支援

民間主体が提案

セットバック
が必要

資料２
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推進の計画
・体制

所有者の探索

利活用

適切な管理、
除却等

自治体・所有者
への支援

空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進（政策パッケージ）

空き家対策 所有者不明土地等対策

〇 市区町村が対策計画を策定、関係者の
協議会を設置

〇 課税に係る行政情報に加え、電力会社等の情報を
活用★
〇 住基ネットの活用（R4.8施行）、戸籍情報連携
システムの活用★
〇 相続登記等の申請義務化（R6.4以降順次施行）

〇 所有者に早期活用を促すよう意識啓発

〇 相続空き家の早期譲渡のインセンティブ拡大
（3000万円控除）（R5税制改正）★
〇 指定されたNPO等が所有者に寄り添い空き家の管理・
活用に係る相談対応、子育て世帯等とマッチング等★

〇 空き家の活用を重点的に進める区域制度★、
子育て世帯向け等への活用促進

〇 所有者責務の強化★

〇 管理不全・所有者不明の建物管理制度の創設
（R5.4施行）、市区町村による利用の円滑化★

〇 特定空家となるおそれのある空き家に対して指導

・勧告（固定資産税の住宅用地特例の解除を含む）★

〇 特定空家の緊急代執行★

〇 空き家の活用・除却に対する財政支援の強化

〇 市区町村が対策計画を策定＊、関係者の
協議会を設置＊

〇 課税に係る行政情報、電力会社等の情報を活用

〇 住基ネットの活用★、戸籍情報連携システム
の活用★

〇 相続登記等の申請義務化（ R6.4以降順次施行）

〇 所有者に早期活用を促すよう意識啓発

〇 低未利用地の譲渡を促すインセンティブ拡大
（100万円控除）（R5税制改正）★
〇 指定されたNPO等が所有者に寄り添い所有者
不明土地・低未利用土地の管理・活用に係る相
談対応・マッチング等＊

〇 地域福利増進事業の活用を促進（朽廃空き家
のある土地も対象＊）

〇 所有者責務の強化＊

〇 管理不全・所有者不明の土地管理制度の創設、
市区町村による利用の円滑化（R5.4施行）＊

〇 災害等の発生防止のための勧告・命令・代執行＊

○ 相続土地国庫帰属制度の創設（R5.4施行）

〇 所有者不明土地等の利活用や管理不全の解
消等に対する財政支援

◆ 空き家・土地対策の計画連携、協
議会の運営連携

◆ 空き家部局と土地部局が相互に
情報共有し、探索を一層円滑化

◆ 空き家・土地の所有者への意識啓発

◆ 自治体に空き家・土地に係る一元的
相談窓口を設置
◆ 行政を補完する民間主体を合同指定
◆ 空き家と空き地のバンクを一体整備
◆ 地域一帯で空き家や低未利用土地を
重点活用

◆ 管理不全の空き家・土地の管理
を地域で強化

★今後、法改正等で措置する予定の事項 ＊改正所有者不明土地法（R4）・改正土地基本法（R2）

◆ 空き家・所有者不明土地等への各
支援事業を連携させて採択・重点配分

◆ 地方整備局等に自治体等向けの一
元的相談窓口を設置
◆ 空き家と所有者不明土地等の問題に一
体で取り組む優良・先進事例の横展開

空き家・所有者不明土地等対策の一体的・総合的推進

空き家と所有者不明土地等は、ともに人口減少や相続の増加等を要因とし、今後も増加が見込まれるため、対策の強化が急務。
地域においては、空き家と所有者不明土地等が混在。地域の機能維持や経済活性化を図るためには、両対策の連携を進めることが必要。
部局間連携によって対策の中心的な主体である市区町村の業務の円滑化・効率化を図ることも重要。

空き家対策及び所有者不明土地等対策を一体的・総合的に推進し、空き家・土地の有効活用や適切な管理を図り、地域経済の活性化に繋げる。
あわせて、子育て世帯向けの住まいや子供の居場所等として、空き家の活用を促進する。

２
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